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＜１.当社グループの紹介＞

（ビデオにて紹介）
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https://www.youtube.com/watch?v=8vlqfORpqc0&t=7s


人と地球の未来のために
For Our Bright Future

企業理念
(コーポレートスローガン)

経営ビジョン

安全・安心で快適な社会の持続的発展と
健全で恵み豊かな環境の保全と継承を
支えることを通じて社会に貢献する

会社概要

 本社
東京都世田谷区駒沢

 創立
1953年(昭和28年)5月

 設立
1968年(昭和43年)9月

 資本金
31億7,323万円

 事業概要
社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント

 社員数
949名(2022年12月現在)

 平均年齢
44.7歳 5

創立70周年



いであ＋連結子会社 1,069名

いであグループ

2022年12月現在

・環境コンサルティング
・廃棄物対策
・土壌汚染対策

新日本環境調査(株)

・水域、陸域環境調査
・環境アセスメントに係る
コンサルタント業務
・分析業務

沖縄環境調査(株)

東和環境科学(株)

・中国における窓口業務

連結子会社

関連会社

・中国での環境分析業務

中持依迪亜(北京)環境検測分析株式有限公司
（持分法適用）

・タイでの環境分析業務

UAE-IDEA Advance Analytical 
Company Limited (UIA)
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非連結子会社

・海外ODA事業

・環境計測機器の製造・販売・保守
イーアイエス・ジャパン(株)

・構造物・地盤解析
・土木設計

(株)クレアテック

(株)Ides

いであ(株)

1-1. 当社及び当社グループの概要

以天安(北京)科技有限公司
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1-2. 事業概要の紹介 ～ ビデオにてご紹介いたします ～

https://www.youtube.com/watch?v=8vlqfORpqc0&t=7s


順位 建設環境分野 河川、砂防および
海岸・海洋分野 港湾・空港分野 施工計画、施工設備

および積算
鋼構造および
コンクリート

1 いであ(96) 建設技術研究所
(175)

パシフィックコンサルタンツ
(50)

ティーネットジャパン
(42)

大日本コンサルタント
（90）

2 建設環境研究所
(43)

日本工営
(120)

日本工営
(47)

横浜コンサルティングセンター
(28)

長大
（74）

3 日本工営
(36)

パシフィックコンサルタンツ
(74)

日本港湾コンサルタント
(25)

オリエンタルコンサルタンツ
（25）

パシフィックコンサルタンツ
（63）

4 パシフィックコンサルタンツ
(31)

八千代エンジニヤリング
(55)

エコー
(22)

大成エンジニアリング
（23）

オリエンタルコンサルタンツ
（61）

5 アジア航測
(29)

東京建設コンサルタント
(54)

オリエンタルコンサルタンツグロー
バル
(19)

アジア共同設計コンサルタント
（21）

エイト日本技術開発
（59）

6 KANSOテクノス
(26)

日本振興
(43)

ニュージェック
(16)

建設技術研究所
（18）

建設技術研究所
（55）

7 建設技術研究所
(25)

オリエンタルコンサルタンツ
(36)

三井共同建設コンサルタント
(10)

日本振興
(17)

日本工営
（43）

8 エヌエス環境
(22) いであ(36) 日本海洋コンサルタント

(10)
計画エンジニヤリング

（16）
東電設計
（41）

9 アイ・ディー・エー
(20)

三井共同建設コンサルタント
(36)

中電技術コンサルタント
(9)

パシコン技術管理
（14）

中央コンサルタンツ
（40）

10 応用地質
(19)

国際航業
(32) いであ(9) JR東日本コンサルタンツ

(12)
八千代エンジニヤリング

（33）

14 いであ(5) 17いであ(21)

 建設コンサルタント会社中の売上高順位は11位（順位は各社建設コンサルタント部門の売上高による）
 「建設環境分野」の売上高順位は１位をキープ
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順位 建設コンサルタント部門全体

1 日本工営
(584)

2 パシフィックコンサルタンツ
(513)

3 建設技術研究所
(466)

4 オリエンタルコンサルタンツ
(268)

5 オリエンタルコンサルタンツグローバル
(228)

6 エイト日本技術開発
(220)

7 日水コン
(216)

8 八千代エンジニヤリング
(216)

9 JR東日本コンサルタンツ
(215)

10 パスコ
(213)

11 いであ(193) 出典）日経コンストラクション(2022年4月号)「建設コンサルタント決算ランキング2022」
注1) いであ(株)単体のデータを提供。

2) データは2021年12月期。
建設コンサルタント部門売上高 19,318百万円，全体売上高 19,968百万円

かっこ内売上高（億円）

1-3. 当社のポジショニング



国関係
売上高

16,183百万円

国土交通省

環境省

防衛省
その他官公庁

公団・事業団

社団・財団法人
国関係
70.3%

地方自治体
16.1%

民間
13.6%

2022年12月期
売上高

23,035百万円
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1-4. 主要顧客の概要

 「国関係」は70.3％、「地方自治体」が16.1％
 「国・地方自治体」で86.4％、残り13.6％が「民間」

合計約86％
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1-5. 受注形態別受注高(単体)の推移

 技術力が重視される契約方式による受注額は全体の8割以上

技術力及び提案力向上・技術開発による高付加価値化・選択と集中
プロポーザル・総合評価落札方式での受注を重視

競争入札 ：価格競争により決定される方式

総合評価落札方式 ：技術提案と価格競争が総合的
に評価される方式

プロポーザル方式 ：技術提案の評価により決定さ
れる方式

随意契約 ：任意に相手方を選定して契約締
結する方式

3,069 3,674 4,098 3,838 3,772 

5,200 5,095 5,804 6,992 7,280 

6,303 
7,198 

6,666 
7,338 7,026 

4,711 
4,158 4,160 

3,892 4,003 19,283 20,125 20,728 
22,060 22,081 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

18/12期 19/12期 20/12期 21/12期 22/12期

受注高
(百万円)

76％
79％ 80％

82％ 82％



1-6. いであの強み
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企画 調査 分析・解析 予測・評価 計画・設計 対策・管理

■淡水・海水を用いた生物の実験・研究
■多種多様な化学物質の高精度な分析
■有害化学物質のリスク評価と対策支援
■調査機器、環境負荷低減装置の開発

環境創造研究所[静岡]

■数値予測モデル開発
■生態系解析手法開発
■環境調査・解析手法の開発

国土環境研究所[神奈川]

■食品の組成分析、農薬等の化学分析
■食品中の化学物質等のリスク評価
■創薬・診断分野の研究支援

食品・生命科学研究所[大阪]

■亜熱帯地域の生態系の評価・保全などに関する生態試験、実験・研究
■希少生物・有用生物の繁殖飼育

亜熱帯環境研究所[沖縄]

砂防センターAI総合推進室、社内DX推進室 CIMセンター インフラメンテナンス技術センター

社会基盤本部[東京]

技術・人的連携

富士研修所[山梨]

■階層別研修
■専門技術研修 等

強み1：一貫した付加価値の高いサービスの提供

強み2：全国の研究拠点の
有機的連携



2-1. 連結決算概要

2-2. セグメント別売上高及び営業利益の推移

2-3. 連結貸借対照表

＜２.2022年12月期決算のポイント＞
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2-1. 連結決算概要

売上高は、大規模な海洋環境調査や防災・減災関連業務、
インフラ施設の設計・維持管理関連業務等が寄与し、230億3千５百万円

売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益ともに
過去最高を更新

20/12期 21/12期 22/12期

売上高 20,014 20,623 23,035

営業利益
（率）

2,168
（10.8%）

2,547
（12.4%）

3,154
（13.7%）

経常利益
（率）

2,109
（10.5%）

2,107
（10.2%）

3,278
（14.2%）

親会社株主に帰属する
当期純利益

（率）
1,345
（6.7%）

2,083
（10.1%）

2,149
（9.3%）

過去最高
を
更新

（単位：百万円）
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 環境コンサルタント事業の売上高は18/12期比18.3%増、営業利益は同124.4%増
 建設コンサルタント事業の売上高は18/12期比39.8%増、営業利益は同168.6％増

※セグメント間取引を除く

2-2. セグメント別売上高及び営業利益の推移
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11,817 11,923 12,300 12,711
13,985

743 

1,020 
1,167 

1,332 

1,667 

0

500

1,000

1,500

2,000

0

5,000

10,000

15,000

18/12期 19/12期 20/12期 21/12期 22/12期

環境コンサルタント事業
売上高 営業利益

売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

5,929
6,974 7,080 7,296

8,290

477 

730 

852 

1,055 

1,281 

0

500

1,000

1,500

0

5,000

10,000

15,000

18/12期 19/12期 20/12期 21/12期 22/12期

建設コンサルタント事業
売上高 営業利益

売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

507 521 450 442 571
17 28 12 

35 
65 

0

100

0

1,000

18/12期 19/12期 20/12期 21/12期 22/12期

情報システム事業
売上高 営業利益

売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)

214 215 182 173 187

140 154 135 123 140 
0

300

0

300

18/12期 19/12期 20/12期 21/12期 22/12期

不動産事業
売上高 営業利益

売上高
(百万円)

営業利益
(百万円)
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2-3. 連結貸借対照表

 流動資産は49億5千6百万円増の155億9千6百万円
（現預金及び収益認識基準等の適用により、受取手形、営業未収入金及び契約資産の増加が主な要因）

固定資産は14億7千6百万円増加の183億5千9百万円
（応用生命科学研究センターに対する建設仮勘定の増加が主な要因）

自己資本比率は72.7％と1.4ポイント減少

21/12期

22/12期

21/12期

資産合計
27,524百万円

- 流動資産 -
10,640百万円
- 固定資産 -
16,883百万円

資産合計
33,955百万円

- 流動資産 -
15,596百万円
- 固定資産 -
18,359百万円

負債合計
9,280百万円

純資産合計
24,675百万円

自己資本比率
72.7％

負債合計
7,122百万円

純資産合計
20,401百万円

自己資本比率
74.1％



3-1. 市場環境

3-2. 連結決算予想

3-3. セグメント別決算予想

3-4. 株主還元

＜３.2023年12月期の計画＞
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6.1 6.1 6.1 

0.7 0.8 
1.3 1.3 

8.1 8.2 

6.1 

0.0

5.0

10.0

R3 R4 R5

(兆円)
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＜当社事業に関係する政府予算の重点施策＞

令和5年度予算案（国土交通省）

・東日本大震災や相次ぐ大規模自然災害からの復旧・復興

・防災・減災、国土強靱化の強力な推進

・持続可能なインフラメンテナンスの実現 等

令和5年度予算案（環境省）

・地域・社会インフラ・くらしの脱炭素トランジションの推進

・生物多様性国家戦略に基づく 30by30 目標等の実現

・健康被害対策と生活環境保全

・外来生物対策や鳥獣保護管理等の強化 等

3-1. 市場環境

 令和5年度政府予算案における公共事業関係費は安定的に確保
 当社グループが強みを発揮できる事業が重点施策として挙げられている

＜公共事業関係費の推移＞

当
初
予
算
案

補
正
予
算

う
ち
5
か
年

加
速
化
対
策
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3-2. 連結決算予想
 売上高は1億6千4百万円増の232億円（前期比0.7％増）
 今後の成長に向けたDXの推進及び研究機能強化への投資、
人件費及び外注費等の増加により、営業利益は25億円（同20.8％減）

 親会社株主に帰属する当期純利益は16億6千万円（同22.8％減）

21/12
実績

22/12
実績

23/12
予想 対前期 増減

売 上 高 20,623 23,035 23,200 164
（0.7%）

営 業 利 益
（率）

2,547
(12.4%)

3,154
(13.7%)

2,500
(10.8%)

▲655
（▲20.8%）

経 常 利 益
(率)

2,107
(10.2%)

3,278
(14.2%)

2,560
(11.0%)

▲718
（▲21.9%）

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(率)
2,083
(10.1%)

2,149
(9.3%)

1,660
(7.2%)

▲489
（▲22.8%）

（単位：百万円）



環境コンサルタント事業は4億6千5百万円増の144億5千万円（前期比3.3%増）
建設コンサルタント事業は2億9千万円減の80億円（前期比3.5%減） ※セグメント間取引を除く
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450 442 571 600 

0

1,000

20/12期 21/12期 22/12期 23/12期(予)

情報システム事業売上高
(百万円)

7,080 7,296
8,290 8,000

0

10,000

20,000

20/12期 21/12期 22/12期 23/12期(予)

建設コンサルタント事業
売上高

(百万円)

12,300 12,711
13,985 14,450

0

10,000

20,000

20/12期 21/12期 22/12期 23/12期(予)

環境コンサルタント事業
売上高

(百万円)

182 173 187 150
0

1,000

20/12期 21/12期 22/12期 23/12期(予)

不動産事業売上高
(百万円)

3-3.セグメント別決算予想



3-4. 株主還元

0円

10円

20円

30円

40円

50円

11.12 12.12 13.12 14.12 15.12 16.12 17.12 18.12 19.12 20.12 21.12 22.12

普通配当 記念配当

17.5円
20.0円

30.0円

23.12期 (予想)

15.0円
12.5円

10.0円

35.0円

45.0円

20

50.0円

 22/12期の配当予定は45.0円
 23/12期の配当予想は50.0円（普通配当45.0円 記念配当5.0円）

〔配当政策に関する基本方針〕
経営基盤の強化と将来の事業拡大のための設備投資等に必要な内部留保を確保しつつ、
株主様への安定的かつ継続的な利益還元を行うことを基本方針とする
⇒事業環境や利益状況に応じて、配当水準を検討

記念配当



＜４.第５次中期経営計画について＞
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4-1. 第５次中期経営計画(2022～2024)の概要

4-2. 第５次中期経営計画 1年目の成果

4-3. 第５次中期経営計画 ローリングの概要

4-4. 重点事業分野及び技術開発に関する取り組み事例
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✓当社の強みを活かした基幹事業の強化とともに、
✓前中期経営計画で具現化した技術開発の成果を事業化することにより、
新規事業創出・新市場開拓を加速し、新たな収益基盤を構築していく期間

位置づけ

スローガン 「イノベーションの加速と総合力の結集による事業領域の拡大と経営基盤の強化」

4-1.第５次中期経営計画（2022～2024）の概要

３. 海外事業の拡大と
海外展開の推進

４. 民間・個人市場への
展開、ものづくりの
推進

５. DXの推進、IoT・
ロボット・AIなど
先端技術の利活用

６. 次世代を担う多様な
人材の確保・育成

７. 魅力と活力のある
働きやすい企業づくり

８. 組織の一体化・
効率化とガバナンスの
強化

１. 新規事業創出・
新市場開拓の加速と
技術開発の推進

目標達成のための
8つの重点課題

２. 基幹事業分野の強化

目標達成のための重点課題
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建設
コンサルタント事業

環境
コンサルタント事業

情報
システム事業

防災・減災 国土強靱化

流域治水 インフラ老朽化対策

再生エネルギー

生物多様性 環境DNA

外洋調査 AI ビッグデータ

BIM/CIM

ICT・IoT

画像解析

人の安全・安心
健康生活の支援

健康生活 安全・安心

健康・防災情報サービス

基幹事業

「人」と「地球」に
より直接的にコミットしていく

人と地球の未来のために
コーポレートスローガン

事業領域の拡大イメージ

地球環境の保全・利用

気候変動、脱炭素

海洋・深海資源地球規模の環境汚染

生物多様性

4-1.第５次中期経営計画（2022～2024）の概要



「YOUZAN」 CIMモデル
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4-2.第5次中期経営計画 1年目の成果

重点事業分野の進捗・成果

① 気候変動の影響を考慮した治水計画の見直し（流域治水対策など）
① AIを活用した洪水予測・ダム操作高度化（効率化）
① インフラ設計業務におけるBIM/CIMの活用
⑤ 水中無人ロボット（AUV）による海底等環境の可視化調査
⑥⑨ 民間企業のＴＣＦＤ情報開示支援のコンサルティングサービス
⑧ 環境DNA技術の効率化と高度化（応用生命科学研究センター）
⑩ 海外における生態系保全関連業務

10の重点事業分野
① 災害リスクに対する防災・減災、

国土強靭化への対応

② インフラ施設の老朽化対策

③ 土壌汚染・廃棄物対策

④ 微量化学物質の分析やリスク評価・管理

⑤ 外洋の環境調査および海洋資源開発に
伴う環境・生態系調査

⑥ 再生可能エネルギーやブルーカーボンなど脱
炭素社会に向けた事業

⑦ 生物多様性の確保（外来生物対策を含
む）や自然再生

⑧ 生命科学分野

⑨ 民間・個人向けサービス

⑩ 海外事業における事業領域の拡大、
新規顧客の開拓、新規拠点展開

進捗・成果の一例

-重点課題１～５-

応用生命科学研究センター（建設中）
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「次世代を担う多様な人材の確保・育成」の進捗・成果

4-2.第5次中期経営計画 1年目の成果

人材の確保

柔軟かつ効果的な新卒採用と戦略的かつ積極的な中途採用

人材の育成

新卒採用 中途採用
2020 35名 9 名
2021 46名 7 名
2022 39名 9 名

-重点課題6-

成果

業務評定点：業務品質の向上により、顧客の信頼を獲得

入札方法：高付加価値業務を多く受注

技術者の戦略的な養成と早期戦力化
・ 新入社員スタートアップカレッジ、DX Open Academy、BIM/CIM研修
・ 次世代リーダー経営研修、経営リーダー研修
・ 資格取得の推進（技術士、RCCM、環境計量士 等）
・ リカレント教育の推進（社会人修士・博士の取得 等）

プロポーザル 総合評価落札

2020 42.6％ 29.2％
2021 45.5％ 30.8％
2022 48.5％ 31.1％

平均点

2019業務 79.0点
2020業務 79.2点
2021業務 79.3点

(特定率)

※国土交通省、内閣府発注業務
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「魅力と活力のある働きやすい企業づくり」の進捗・成果

・ 給与の向上
・ テレワーク制度、時間休制度等の社内制度の拡充
・ 女性や若者が活躍しやすい環境整備、健康経営の推進
・ 定年再雇用制度の改正（待遇の向上）
・ 上司の定期面談による継続的なフォロー
・ 社屋・設備の整備・拡充（名古屋、創造研、東北） 等

4-2.第5次中期経営計画 1年目の成果

「組織の一体化・効率化とガバナンスの強化」の進捗・成果

・ ミス・瑕疵の防止、品質や業務評定点の向上（総括品質管理室の設置）
・ サイバー攻撃の脅威に対する情報セキュリティの強化
・ 事業継続計画（BCP）の見直し 等

-重点課題7、8-



215 230 230 232 235 240 

13.7%

9.3%
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2022
（計画・実績）

2023
（計画）

2024
（計画）

2025
（計画）

（億円）

当初計画（2022-2024） 2022実績 ローリング計画（2023-2025）

営業利益率 当期純利益率

当初計画
営業利益率10%

当期純利益率5％
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4-3.第5次中期経営計画 ローリングの概要

2022/12期 実績
売上 230億円
営業利益(率) 31.5億円(13.7%)
当期純利益(率) 21.4億円( 9.3%)

2025/12期 目標

売上 240億円

営業利益率 10%以上

営業利益率 10％以上
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4-4-1. 防災・減災対策 －治水とまちづくり連携計画の策定

4-4-2. 道路空間の安全・安心や賑わい創出 －旧東海道宿場町のまちづくり

4-4-3. 水中ロボティクス事業分野の新たな展開
4-4-4. 脱炭素社会への貢献 －地方自治体等における取り組み

4-4-5. AIを使った独自技術の開発－いであAIブランド

4-4-6. 海外事業展開－防災分野の無償資金協力事業への取り組み

4-4-7. 健康・生命科学分野の新たな展開

4-4.重点事業分野及び技術開発に関する取り組み事例



将来世代まで住み続けられる江の川中下流域を目指す共通指針

治水とまちづくり
連携計画

4-4-1. 防災・減災対策 －治水とまちづくり連携計画の策定

 江の川では、全国の河川で初の『治水とまちづくり連携計画（江の川中下流域マスタープラン）』を策定
 本計画は、河川整備とまちづくりが一体となり、将来世代まで住み続けられる流域を目指す基本方針を決定
 まちづくりや地元との連携の経験が豊富な都市再生機構（UR）と関係機関が一体となり実施
 流域治水に関して、様々なプロジェクト（防災・減災対策、早期復旧・復興対策、グリーンインフラ）
が見込まれることから、今回の実績を活かし防災まちづくりや地域マネジメントへと展開
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川本町

邑南町

三次市

江津市

美郷町

田津地区
孤立解消のための避難路を確保しつつ、
大規模農地の経済的特性や、旧三江線
跡地を活用した集落づくり

川越地区
渡田・渡集落や集落内の川越防災
センターを守る堤防を整備し、
あわせて支川の田津谷川のバック
ウォーターによる氾濫を解消

上大貫地区（大貫・和田）
連続する堤防を整備し、集落や
主要道路である国道261号の浸
水を解消

田野地区（赤栗・田野）
集落を再編し、将来世代まで安心
して住み続けられる地域づくり

八神地区
幹線道路と集落を守る堤防を整備
安定した農業水源の確保

空地・空家・造成地

空地・空家・造成地

造成地

空地・空家・造成地

田津
川越

大貫・和田 鹿賀川戸

国道261号

八神

江津

渡津

市村赤栗

川平

中長良

上長良

大口(下)

大口(上)

小松

仁万瀬
谷住郷

臼木

花河原

小原 桜江

堤防整備主体

まちづくり（移転集約など）主体

家屋移転主体 宅地嵩上げ主体

居住拠点区域・広域交流拠点

浅利

櫃原

恵梨

元折
榎谷

久井谷

田野

川戸・谷住郷地区
既存市街地や未利用地に住家を集約
し、歩いて暮らせる生活拠点を形成

谷戸

谷

川本

日向

久座仁
銅ヶ丸

瀬尻・久料谷地区
住民が安心して住める居住空間の創出と定
住促進住宅事業による新たなコミュニ
ティーの形成

瀬尻・久料谷

川本地区
完成堤防に向けた段階
整備により、川本町の
中心市街地を守る

栗原 簗瀬

港

竹

明塚・
上明塚

野井

小原 邑智）

浜原（下）

浜原

滝原

本郷

信喜

潮下(2)

潮上

松原

山根

響谷

大浦

乙谷

都賀西
上野（下）

港（君谷湊）地区
地域コミュニティーの維持につながる防
災集団移転促進事業を活用し、住み慣れ
た地域の高台で安全な生活場所を確保

潮上地区
川沿いの桜並木のある良
好な景観を保全
三江線跡地を活用した堤
防整備

都賀西地区
堤防断面が不足する箇所の
整備

下郷

西之原
引城

西之原地区
外水氾濫から集落を守るた
め、堤防整備等により高さ
を確保

谷地区
住民が安全に住める居住空間を確保する
とともに、高齢者や若者が定住するなど
ストック効果の高いまちづくり

田野村

千金(上)

千金(下)

居住拠点区域・広域交流拠点
コンパクトで安全な地域拠点として、区域
内の内外水氾濫、土砂災害を含む災害危険
因子の解消を積極的に実施

重要拠点区域の往来
江津市立地適正化計画において、特に高い拠点性
を有する区域となっている桜江都市計画区域の桜
江地区については、災害時においても江津市街地
との確実な往来が可能な動線の確保

因原

因原地区
広域交流拠点エリアとして
経済交流拠点、交通拠点と
なっており、より安全性の
高い地域づくり

災害リスクに対する防災・減災、
国土強靭化への対応

江の川中下流域の将来像（対策ビジョン）



民間の賑わい創出の取り組みと連携し、地域が育んできた歴史やつながりを大切にする道づくり

往時から変わらない風景(山への見通し)を
活かす景観デザイン

4-4-2. 道路空間の安全・安心や賑わい創出 －旧東海道宿場町のまちづくり

 街中の道路を車中心から人々が集い憩う場所へと再構築する取り組みが進展
 旧東海道宿場町の通りを対象に、道路デザイン基本設計と費用対効果分析、関係者との
協議調整支援を実施

 民間の賑わい創出の取り組みと連携し、歴史景観との調和や周辺地域とのつながりを大切に、
心地良い歩行空間をデザイン

 地域と連携し、選ばれるまち、住み続けられるまちに貢献する道づくりに取り組む

その他（SDGs、インフラ整備）

30民間の賑わい創出の取り組みと連携し、休憩・
交流のためのスペースのある心地良い歩行空間

歩道を拡げ桜並木を配置、休憩・交流する
空間を創出



YOUZAN (ホバリング型AUV)を活用した海洋調査、AUVの研究調査・開発委託事業の受託

YOUZANの現地調査状況

4-4-3.水中ロボティクス事業分野の新たな展開

 「海の次世代モビリティ実証事業」に参画し、YOUZANによるズワイガニ資源量推定の
新たな現地調査手法の適用・有用性を実証。有用水産資源の新たな把握手法としての展開に期待

 沖ノ鳥島（遠隔離島）海域におけるYOUZANによる海底の詳細観察での生物相の把握、
深海の生物多様性に係る研究調査事業を受注

 AUVの更なる活用に資する水中自己位置推定のための新たな技術開発研究事業を受注

確認されたズワイガニ（雄：成体）
31

外洋の環境調査および
海洋資源開発に伴う環境・生態系調査

岩礁を自動回避して調査するYOUZAN



 わが国は、2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする
カーボンニュートラルの達成、すなわち脱炭素社会の実現を目指すことを宣言

 当社では、地方自治体等に対し、カーボンニュートラル達成に向けた地球温暖化
対策実行計画や港湾・空港の脱炭素化対策等のコンサルティングを実施

 様々な実績と強みを活かし、社会課題の解決に資するコンサルティングサービスに
取り組み、脱炭素社会の実現に向けて貢献

地方自治体/港湾・空港管理者等
●環境関連計画
● カーボンニュートラル戦略
●地球温暖化対策実行計画
（事務事業編、区域施策編）
●港湾の脱炭素化
●空港の脱炭素化
●脱炭素先行地域

等

4-4-4.脱炭素社会への貢献-地方自治体等における取り組み-

いであの強みを活かした脱炭素社会の実現に向けた取り組み

排出

温室効果ガス

削減
再生可能エネルギーの導入

削減
省エネルギーの徹底

吸収
森林・海草藻場等による吸収

対策等の検討 まちづくりの観点

合意形成

適地選定

グリーンカーボン
森林等の保全等

地域活性化

どこに・何を・どのくらい 【必要な調査・解析・評価技術】

太陽光発電
風力発電

電気自動車

ブルーカーボン
海草藻場の保全・造成等

構想・ロードマップ
カーボンニュートラル

適正配置

化石燃料

計画等の策定・とりまとめ

検討
内容

検討
内容

まち
づくり

脱炭素

自然
環境

適地
選定

合意
形成

地域
活性化

防災

まちづくりの観点と当社保有技術

防災まちづくり

地域循環
共生圏

再エネ目標
設定等

保全・再生

各種計画

再生可能エネルギーやブルーカーボンなど
脱炭素社会に向けた対応



当社独自のAI技術を開発し、「いであAIブランド」として展開

4-4-5. AIを使った独自技術の開発－いであAIブランド

 従来型物理モデルとAIモデルとの融合により複雑な計算を高速化（左下図）
洪水の予測計算を大幅に高速化し、今後求められる72時間先の洪水予測を可能に
⇒ 「洪水予測計算におけるAIを活用したデータ同化の高度化」（建設コンサルタンツ協会 業務研究発表会優秀賞）

 自然現象を扱う場合の教師データの不足を補完（右下図）
寒冷地の結氷河川での洪水など、特殊な環境下の自然現象では予測するための実測データがないため、
AIでフェイク画像を作成し教師データとして活用することで、AIによる予測を実施
⇒ 「深層学習における河岸浸食自動感知システム開発業務」（寒地土木研究所、優良業務等表彰）

 当社保有技術にAIを融合し、新しい「いであAIブランド」開発を目指す

IoT・ロボット・AIなどの利活用

積雪期の河川（全て実在しない画像）
33従来型物理モデルとAＩモデルを組み合わせて、

洪水の氾濫計算など複雑な計算をリアルタイムで提供



途上国の災害復旧並びに災害リスク軽減への協力

河岸浸食による護岸、道路の崩壊

4-4-6.海外事業展開－防災分野の無償資金協力事業への取り組み

 世界各地で気候変動の影響による異常気象により甚大な災害が頻発
 東ティモールにおいて2021年4月に発生した大規模洪水被害に対する基礎調査及びインフラ復旧計画
の概略設計調査を国際協力機構（JICA）から受託

 上記調査から形成された、わが国の無償資金協力による洪水被害インフラの緊急復旧事業を実施中
 今後も、途上国の災害リスクの軽減に資するプロジェクトの形成・受注に注力

34首都ディリを流れるコモロ川護岸の損傷状況

洪水時に流下する石等によってコンクリートが
摩耗し鉄筋が露出、土砂吐きゲートの損壊

海外事業における事業領域の拡大
新規顧客の開拓



35DNA自動分注機

4-4-7. 健康・生命科学分野の新たな展開

健康リスク評価に係る生体試料中の化学物質分析技術の開発

応用生命科学研究センターの設置（2023/4末）

 人の健康、生命科学分野の研究を加速し、市場創生と新規事業の開拓
（環境創造研究所、食品・生命科学研究所で連携）

 主に生体試料を対象とした高感度機器分析と遺伝子解析に重点化

応用生命科学研究センター（完成イメージ）

生命科学分野

微量化学物質の分析やリスク評価・管理

 技術優位性が高い生体試料中の有害化学物質の分析法開発に注力
 エコチル調査等の国・大学が主導する大型疫学調査に参画
 自動前処理装置の導入など分析の効率化
 環境分析、食品分析等の技術と合わせ化学物質のリスク評価・管理へ展開

・ マイクロRNAによるがん診断技術の実用化（衛生検査事業の高度化）
・ 腸内フローラ（細菌叢）解析による健康評価、健康増進技術
・ 未規制化学物質の健康・環境リスク評価
・ ヒューマンバイオモニタリング（化学物質の人へのばく露状況の把握）
・ 環境DNA技術の高度化による生態系評価
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トピックス

当社は、社会基盤の形成と環境保全の総合コンサル
タントとして、社会課題である地球規模の気候変動への
対応が重要であると認識し、TCFD提言への賛同を表明しました
また、事業活動を通じて民間企業のTCFD情報開示支援のコンサルティングにも数多

く取り組んでいます

当社は、保護地域拡大の支援、保護地域及び国際OECMデータベース登
録を受けたサイト管理の支援等を通じて、30by30実現に向けて取り組ん
でいきます。また、これらの取り組みについて、積極的に対外発信してい
きます

TCFD提言への賛同

環境省「生物多様性のための30by30アライアンス」に参加



ご清聴 ありがとうございました

～コーポレートスローガン～
人と地球の未来のために

For Our Bright Future
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質疑応答
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